












































































































































































































































































































































































すでに、デンマーク科学技術省（Danish Ministry of Science Technology and Innovation）は、2003
年に、各企業が有する知的資産を定性的評価ならびに定量的評価をして、財務諸表とは別に「知的
資本報告書」として開示する「知的資本報告書に関するガイドライン（ Intellectual Capital
Statement- The New Guideline）」を公表している。（通商白書2004）英国では、会社法改正によって、
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